	プラスチック製品製造業


生産は、平成22年から増加していたが、東日本大震災が生じた23年３月以降減少に転じた。ただし、府内プラスチック製品業界は、受注減の影響が大きかった自動車向けの割合が低く、一部に震災に伴う需要増もあり、生産の落ち込みが比較的小さかった。６月以降には、それまでの減産分を取り戻すための受注もあり、生産が増加している企業もみられる。今後は、電力不足の影響が懸念される一方で、節電対策の需要が生まれることへの期待もみられる。
業界の概要

プラスチック製品は、射出成形機などの各種成形機により、プラスチックを成形した製品である。用途は、機械器具等の部品、日用雑貨、容器、建設材料、包装資材など多岐にわたる。

製法は、プラスチックの原料を加熱溶解し、圧力を掛けて金型内に流し込み、冷却することにより成形したものを取り出す射出成形が最も一般的な製法である。複雑な形状や精密さが必要な製品を短時間で安価に大量生産できるため、様々な製品がこの製法で作られる。このほかには、断面形状が同一の長尺物を連続的に成形する押出成形、ペットボトルなど中空の製品を作るブロー成形などの製法がある。
大阪の地位と特徴

平成21年における大阪府内「プラスチック製品製造業（別掲を除く）」（従業者４人以上）は、1,727事業所で、従業者数は32,511人、製造品出荷額等で6,471億円であり、全国に占める割合は、それぞれ11.8％、7.7％、6.4％である（大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表』、従業者４人以上）。
大阪府の製造品出荷額等は、愛知県に次ぐ全国第２位であり、以下、茨城県、埼玉県、静岡県と続いている。府内では、プラスチック製品製造業は、大阪市生野区を中心として、大阪市東部から東大阪市、八尾市に多く立地している。

大阪府では、全国と比べて、電気機械器具用製品や日用雑貨・食卓用品、容器などの出荷割合が高く、輸送機械器具用製品の割合が低いことが特徴である。
生産は震災による一時的な減少の後、回復
経済産業省『プラスチック生産統計』から全国の生産動向をみると、リーマンショックで落ち込んだプラスチック製品の生産量は、平成22年には回復に転じたが、23年３月には東日本大震災の影響により再び減少した。特に、輸送用機械部品はサプライチェーンが寸断された影響を大きく受け、３月に31.3％減、４月に40.1％減と大きな減少幅となった。
しかし、機械部品の中でも電気通信用部品の減少幅は小さく、容器や日用品・雑貨では大きな影響はみられなかった。５月には、機械部品の減少幅も縮小に転じるとともに、高い伸び率を示す品目もみられるようになり、東日本大震災の影響から脱しつつある。

受注は震災により一部で停滞
東日本大震災直後には、プラスチックの原料を生産する工場も被災し特定の原材料が入手しにくくなった企業もあり、代替材料の使用により生産を継続したり、海外から原材料を緊急に取り寄せたりといったことがあったが、多くの企業では原材料の入手面では大きな影響はなかった。

影響は主に受注面で現れ、東日本大震災以降、自動車関連の受注が大きく落ち込んだ。自動車部品を製造するある企業では、５月頃まで受注が５割減であり、別の企業では３割減で推移した。生産用機械器具部品を製造する企業では、一部部品の入手難により完成品メーカーの生産が滞ったことから、４月には受注が止まった。また、半導体部品の受注についても４月以降、１～２割減少した。こうした受注減に対して、４月に週４日操業となった企業もみられた。
一方で、受注量としては大きくなく、受注単価も低いものの、被災地の仮設住宅で必要となる配電盤や分電盤、炊飯器やポットの部品に関する特需が生じた。
また、受注先の家電メーカーの販売が競合メーカーよりも好調なため、そうした分野の受注は前年同月比１割増で推移している企業もみられる。
府内業界は比較的安定的に推移し６月には増産も
このように、震災後の受注分野による格差は大きかったが、府内企業の売上げ格差は、それ程には大きくなく、比較的安定的に推移した。これは、プラスチック製品を製造する府内企業は、複数の受注分野を持ち、特定の受注先からのショックを緩和できたからである。
自動車部品の受注が３割減となった企業でも電機関連の受注が増えたことにより、企業全体としての売上げは１割減に留まった。自動車部品の受注が５割減となった企業では、売上げに占めるその構成比が小さいことや、家電部品の受注が好調であったことから、売上げが５％増で推移し、６月には土曜日も操業している。震災直後の受注減が大きかった企業でも、６月に入ってからは、受注先がそれまでの生産の遅れを取り戻すために増産を始めたため、土曜日も含めた週６日操業により受注の増加に対応している。
また、容器や雑貨など景気変動の影響が小さい需要分野の企業の割合が高いことも、府内において震災の影響が比較的小さい要因である。医療品や食品の容器を製造する企業では、震災直後には受注が一時的に減ったものの、受注は安定的に推移している。
収益は横ばいか減益
加工単価は、絶えず引き下げが要請されており、２割程度下がったという企業もある。さらに、原材料のペレットなどの価格は、前年より２割程度上昇しているが、製品価格への転嫁の時期や程度は企業によって差がみられる。価格転嫁が遅れた企業や、転嫁度合いが半分程度にとどまった企業がみられる一方で、ほぼ全額を製品価格に転嫁できた企業もある。
このような状況の下、成形速度を速めたり、作業者の動きの無駄をなくし担当する機械の台数を増やしたりするなどの生産の合理化を進め、収益は横ばいを維持している企業がみられるが、減益を余儀なくされる企業も少なくない。
資金繰りについては、聞き取り調査を行なった範囲では、特に問題は生じていない。
雇用は退職者の補充程度に留まる
雇用については、退職者補充に留まり、ほとんど増減はみられない。ただし、一定規模の企業では、定期的な採用の中で、理系の大学卒、大学院卒生を数名採用している。就職状況が厳しい中で、２名の募集に対して約70名の応募があり、有望な人材が確保できたというケースもあった。
設備投資には慎重

設備投資は、規模の小さい企業では、製品の取り出し装置などの周辺機器の更新程度であるが、中堅規模の企業では、成形機を導入したり、新製品の製造設備を導入したりするなどの動きもみられる。
ただし、海外工場を持つ企業では、国内では生産ラインの自動化など合理化投資のみで、新製品の製造設備の導入についても海外工場で行なったという。
今後の見通し

震災による生産の落ち込みは、一時的であり、５月、６月と受注は回復している。一部では、それまでの減産分を取り戻すための生産の増加もみられる。
ただし、７月、８月には電力不足による受注先の操業率の低下による受注減も懸念される。一方で、節電に役立つ断熱材など節電対策関連の需要への期待もみられる。中長期的には、リスク分散の観点から受注先の生産拠点が海外へ流出することが懸念される。
（町田　光弘）
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（参考）

構成比 全国

647,129 100.0 100.0

59,867 9.3 7.1

104,356 16.1 26.4

143,911 22.2 29.3

電気機械器具用プラスチック製

品製造業（加工業を除く）

50,610 7.8 5.9

輸送機械器具用プラスチック製

品製造業（加工業を除く）

28,229 4.4 15.2

32,592 5.0 7.6

50,222 7.8 4.8

256,182 39.6 24.8

プラスチック製日用雑貨・食卓

用品製造業

49,263 7.6 3.8

プラスチック製容器製造業 110,561 17.1 10.5

資料：大阪府『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表』

（注）従業者４人以上の事業所。

大阪府のプラスチック製品製造業の特徴(平成21年）

製造品出荷額等

発泡・強化プラスチック製品製造業

プラスチック成形材料製造業（廃プ

ラスチックを含む）

その他のプラスチック製品製造業

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

プラスチック板・棒・管・継手・異形

押出製品製造業

プラスチックフィルム・シート・床材・

合成皮革製造業

工業用プラスチック製品製造業
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平成20年 6,092,653 -5.0 753,196 -3.6 473,510 -2.4 202,492 -5.2 280,642 -4.2 836,268 -2.6 285,224 -5.6

21年 5,256,912-13.7 556,671 -26.1 345,993-26.9 157,400-22.3 249,864-11.0 831,890 -0.5 252,409-11.5

22年 5,720,793 8.8 664,620 19.4 415,018 19.9 193,618 23.0 263,130 5.3 849,462 2.1 263,719 4.5

23年１月 445,233 4.0 52,253 -0.3 32,087 -3.3 15,692 7.6 21,271 11.2 57,366 -3.3 21,145 12.2

２月 464,035 3.9 53,407 -4.4 34,563 -2.6 14,417 -6.2 20,809 4.8 62,809 1.5 23,709 11.1

３月 460,582 -4.4 44,123 -25.4 26,286-31.3 13,721-12.7 23,150 4.2 70,283 -1.3 23,591 8.1

４月 489,940 2.0 37,460 -30.7 19,935-40.1 13,737-15.2 26,157 9.0 79,586 7.8 23,642 -0.9

５月 486,057 6.7 39,880 -21.3 22,979-26.1 13,148-13.9 23,998 16.7 85,774 18.8 22,284 13.7

資料：経済産業省『プラスチック製品統計』

（注）常用従業者40人以上の事業所。

電気通信用部品

(照明用品を含む)

日用品･雑貨 容器 建材

プラスチック製品生産数量の推移（全国）

総合計

機械部品

輸送機械用部品
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